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本  　社 株式会社村田製作所
支  　社 東京支社
事 業 所 横浜事業所／野洲事業所／八日市事業所／長岡事業所
営 業 所 仙台／水戸／さいたま／東京／立川／浜松／名古屋／
 安曇野／京都／神戸／岡山／福岡

村田製作所 / 本社・支社・事業所・営業所

U.S.A. Murata Electronics North America, Inc.
 Murata Power Solutions, Inc.
Canada Murata Power Solutions（Toronto）ULC
Mexico Murata Electronics Trading Mexico, S.A. de C.V.
Brazil Murata World Comercial Ltda.

North & South America　南北アメリカ

株式会社福井村田製作所
株式会社出雲村田製作所
株式会社富山村田製作所
株式会社小松村田製作所
株式会社金沢村田製作所
株式会社岡山村田製作所
株式会社金津村田製作所
株式会社鯖江村田製作所
株式会社イワミ村田製作所
株式会社ハクイ村田製作所
株式会社氷見村田製作所
株式会社アズミ村田製作所
株式会社小諸村田製作所
株式会社ワクラ村田製作所
株式会社登米村田製作所

株式会社大垣村田製作所
株式会社アスワ村田製作所
株式会社穴水村田製作所
村田土地建物株式会社
株式会社ムラタ栄興
株式会社ムラタアクティブパートナー
株式会社ムラタエレクトロニクス
ムラタソフトウェア株式会社
ムラタ分析パートナー株式会社
東京電波株式会社
盛岡東京電波株式会社
北見東京電波株式会社
東光株式会社

国内関係会社

国内外拠点一覧
Profile

Netherlands Murata Electronics Europe B.V. 
Germany Murata Elektronik GmbH
U.K. Murata Electronics（UK）Limited
 Murata Power Solutions（Milton Keynes）Limited
 Murata Power Solutions（Celab）Limited
France Murata Electronique SAS
Italy Murata Elettronica S.p.A.
Finland Murata Electronics Oy

Europe　ヨーロッパ

［ 国内拠点一覧 ］

［ 海外拠点一覧 ］

China 村田（中国）投資有限公司
 （Murata（China）Investment Co., Ltd.）

 無錫村田電子有限公司
 （Wuxi Murata Electronics Co., Ltd.）

 深圳村田科技有限公司
 （Shenzhen Murata Technology Co., Ltd.）

 村田電子貿易（天津）有限公司
 （Murata Electronics Trading（Tianjin）Co., Ltd.）

 村田電子貿易（上海）有限公司
 （Murata Electronics Trading（Shanghai）Co., Ltd.）

 村田電子貿易（深圳）有限公司
 （Murata Electronics Trading（Shenzhen）Co., Ltd.）

 賽芯電子技術（上海）有限公司
 （SyChip Electronic Technology（Shanghai）Ltd.）

 村田　源技　（上海）有限公司
 （Murata Power Solutions（Shanghai）Co., Ltd.）

 广州村田　源技　有限公司
 （Guangzhou Murata Power Solutions Limited）

 佛山村田五鉱精密材料有限公司
 （Foshan Murata Minmetals Materials Co., Ltd.）

Hong Kong 村田有限公司
 （Murata Company Limited）

Taiwan 台湾村田股　有限公司
 （Taiwan Murata Electronics Co., Ltd.）

Korea 韓国村田電子株式会社
 （Korea Murata Electronics Company, Limited）

Singapore Murata Electronics Singapore（Pte.）Ltd.
Thailand  Murata Electronics（Thailand）, Ltd.
 Thai Murata Electronics Trading, Ltd.
Malaysia  Murata Electronics（Malaysia）Sdn. Bhd.
Philippines  Murata Electronics Philippines Inc.
 Philippine Manufacturing Co. of Murata, Inc.
India  Murata Electronics（India）Private Limited
Vietnam  Murata Electronics（Vietnam）Co., Ltd.

Asia　アジア

上記の国以外にスペイン、ハンガリー、スイスにセールスオフィスを設置しています。

東光株式会社は、東光株式会社を含め国内に3社、
海外に21社のグループ会社を展開しています。

ムラタのCSRに寄せて
第三者からのご意見

　ムラタのCSR Reportでは、従業員の顔が見えるということ

が、大きな特徴です。今年は特にグローバルを意識して顔

を見せているように感じます。昨年「事業とCSR」に踏み込

んだ記述をされましたが、今年はさらに一歩進んで社会課

題の解決を指向されていることを明確にされています。

CSR Reportにあるトップコミットメントにそのことが明記

され、また記事でも取り上げられています。企業の社会的

使命を明確に意識しながら、新技術や製品を開発されて

いくことはCSR経営を推進する上でとても重要です。今後も

村田製作所グループの事業活動が、社会へ良い影響を

与えることを期待したいと思います。

　今年度のCSR Reportでは、2014年に創業70周年を迎え、

更に発展していこうとするムラタの方向性が感じ取れます。

このあたりについて、中長期的な経営計画や具体的な将来像、

そこに至る過程を示したロードマップ的なものを明示する

ことで、社会に対するコミットメントとして示されれば、より

一層理解が深まるのではないでしょうか。詳細な情報は

Webにおいて開示されていますが、冊子版においても全体像

の情報を開示されれば、わかりやすく視覚化された情報提供

としてレベルがアップすると思います。また今年は、本文の

記事の中に、CO2排出量などの関連する重要な数値が記載

されています。これにより記事に書かれた項目の具体的な

活動状況が見えるようになりました。この点についても、

全体計画の中の位置づけを明確に指摘されれば、内容が

もっとよくわかるようになると思います。

　本報告書の前半は会社事業の紹介であり、後半がCSR 

Reportになっています。会社の内容を理解してからCSR

情報を読むという構成になっており、初めてムラタの報告書

に触れる方には分かりやすいかもしれませんが、毎年の

読者に対してはもう少し踏み込んで説明されることも必要と

思います。そのためには、前半に示された企業の全体像と、

後半に記載されたそれぞれのCSR活動の記事との間の

関係を明確にすることと、経年変化について記述することが

大切です。現在、世界的に注目されている統合報告書は、

事業活動とCSR活動を簡潔に連携して報告することを提唱

しており、ムラタの報告書もこのような方向へ展開されると

より有効な情報開示手段になると思います。

神戸大学大学院 経営学研究科 教授

國部 克彦氏
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